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ディルズ（Dales, J. H.）やミシャン（Mishan, E. J.） ，ブロームリー（Bromley, Daniel.）な
どは， こうした権利構造に注目してきた経済学者である （Dales ［1968］ ， Mishan ［1971, 1974］ ，
Bromley［1991］）． ま た 日 本 で も ， 鄭成春と寺西俊一が権利構造に着目した環境問題へのア







州では， 「流水権」 （In-stream  Water Rights）とよばれる環境保全（流水利用の保護）
3のた
                                                 
＊  本論文は，野田［2001］の第 2 章を加筆修正したものである．なおこれは，日本経済政





1   権利構造については，第 2 節で定義する． 























第 1 節 オレゴン州にみる水資源政策の変遷 
 
権利に着目して，オレゴン州の水資源政策を振り返ると，ふたつの大きな転機を見出す
ことができる．最初の転機は，1909 年の水法（water  code）の成立である．これは，オレ
ゴン州におけるはじめての水資源利用に関する法律であり，州政府が本格的に水資源利用
をコントロールすることになった（Oregon Water Resources Department［1997, pp. 4-5］ ）． 
それと同時に，この水法の成立によって，オレゴン州の水利権制度は大きく変わった．
アメリカの水利権は大きく分けて，「河岸（沿岸）権」 （riparian  rights）と「専用権」




4   筆者らと同様の視点から，水資源利用のあるべき権利構造を包括的に論じたものとして，




表  1＜オレゴン州水資源政策の歴史＞ 
年代  事例 
1905  State Engineerの設立 
1909  はじめての Water Code（水法）の制定 
1955 
Ground Water Act（地下水法）の制定 
Water Resources Board の設立 
Minimum Flow Standard（維持流量）制度スタート 
1970  The Scenic Waterway System（景観保全制度）スタート 
1975  Water Resources Department（州水資源局）の設立 
1985  Water Resources Commission（州水資源委員会）の設立 
1987  In-stream Flow Rights Act（流水権法）の制定 
1997  Conserved Water Act の制定 











                                                 
5   河岸権と専用権の特徴については，さしあたり金沢［1982］と Goldfarb［1988］を参照
した． 
6   See, Goldfarb［1988, p. 22］.  また，河岸権の利用対象が非取水利用（主に水車利用）で




権の特徴は 3 つある． 
第 1 に，渇水時において誰の権利を優先するかは，いつ権利を与えられたか，つまり時
間を基準としたプライオリティーによって決まる．これは，「早いもの勝ち（first in time, 
first in rights）の原則」とよばれ，渇水時には，より古いプライオリティーをもつ水利権者
ほど，優先的に水が配分されることを意味する．第 2 の特徴は，「有益的利用（beneficial 
use） の原則」
8である．これは，何が法的に許される水資源利用なのかを決めると同時に，









                                                                                                                                               
［1988, p. 25］ でも指摘されているように， 仮に河岸権に環境保全機能があったとしても，
それは河岸権者の行動のみに依拠しており，決して公衆にその権利が与えられていたわけ
ではない． 




取引費用の重要性の相違によって， 異なった水利権制度が発展したという （Rose ［1990］ ） ． 
8  野田［2003］では，beneficial  use を「合理的水資源利用の原則」と訳したが，その後の
指摘を受け，ここでは「有益的利用」とする． 
9   この点は，バーゼル（邦訳書） ［2003，148～150 ページ］で述べられている．彼は，第 8
章「富を最大化するためのプロパティー・ライツへの規制」において，専用権の権利構造




















第 2 節 権利構造の基本フレーム
1 1  
 







                                                 
1 0   オレゴン州流水権制度の詳細は，野田［2003］をみられたい． 
1 1   権利構造の基本フレームについては，Bromley［1991］と鄭［1999］に依拠している．   6 6 
ういった枠組みの中で利用することができるのかを決める「権利の束」と，誰がそれを所
有することができるのかを決める「所有」の形態，そして他者の行動からどのように保護











行動をも規定する．ブロームリーは，次の 4 つに分類した（Bromley［1991, pp.16-17］ ）．











態的」 （dynamic） な関係に着目すれば，さらに次のふたつの関係性を見出すことができる． 
すなわち第 3 に，「権力―責任」 （power―liability）とよばれるものがある．もしアルフ
ァが，ベータにとって不利となるように構造構造を変えることができれば，そのとき，ア
ルファは「権力」を有しており，反対にベータはその転換を受け入れざるを得ないという
意味の「責任」を有している．   7 7 







プロパティー（Common Property），オープン・アクセス(Open Access)の 4 つに分類される















（duties） を有している」 （Bromley ［1991, p. 31］ ， 強調は原文による） ． 
ここでブロームリーは，コモン・プロパティーを共同体内部のものと外部との関係とい
う 2 層構造として捉えた．そして共同体内部の特徴として，法人組織における管理（経営）
と所有の分離という点を， コモン・プロパティーのなかにも見出している （Bromley ［1991, 
pp. 26-27］ ）
13． 
さらにバーバネル（Barbanell, E. M.）は，次のように指摘する． 「共同体メンバーは資源
                                                 






























                                                 
14  Bromley［1991, pp. 31］では，オープン・アクセスは「特権―無権利」として把握され
ている．この真意は，次のように例えることができる．いま，主体 A と主体 B がいて，あ
る漁場で魚をとっているとしよう． 主体 A が主体 Bへの影響を考慮せず， 自らの利益のみ
に依拠して行動したとき，主体Ａは「特権」を有し，主体 B は「無権利」となっている．
しかし主体 A が漁場を離れ， 今度は主体 Bが同じことをすれば， 両者の関係はすぐに逆転
する．つまりブロームリーによるオープン・アクセスは「特権－無権利」の状態であるこ
との意味は，どの主体も「特権」を有していると同時に， （漁場を離れることで） 「無権利」





（Property Rule），「損害賠償法ルール」 （Liability Rule），そして「不可譲な権原ルール」








い（Calabresi et al.［1972, p. 1092］ ）． 
そして不可譲な権原ルールとは，文字通り，権利の移転そのものを禁止・制限する保護
ルールである．「その権利を“保護する”だけでなく，権利の付与そのものをもまた制限し










                                                 
1 5   中村［2003］では，ここでの保護ルールを「法律上の責任ルール」と言い表している．  
1 6   See, Calabresi et al.［1972, p. 1093］.  なお，The Yale Law Journal の 1997 年（V ol. 106）に
おいて，保護ルールをめぐる議論が特集されている．とくに Levmore［1997］では，3 つ
の保護ルールの様々な組合せが紹介されている． 
1 7   これらの邦訳は，いまだ統一されていないように思われる．ここでは，Calabresi  et  al.























                                                 
18  S‐水利権とは，より古いプライオリティーが与えられた水利権（senior water rights）の
ことであり，J－水利権（junior water rights）はより新しいプライオリティーを持つ権利者
を意味する． 
1 9   Ciriacy-WantrupとMillimanは，自然条件からの確実性と保有の確実性という概念を用い
た．前者はここでの「権利―義務」関係，後者は「特権―無権利」関係に相当する
（Ciriacy-Wantrup［1956, pp. 297-298］, Milliman［1959, pp. 47-49］ ）． 
20  Young et al.［1985, pp. 469-470］では，水資源の物理的・経済的特性として 8  つが指摘
されている．移動性，規模の経済，供給の変動性，溶媒特性，水資源利用の連続性
（sequential use），アウトプットの補完性，かさばり，そして文化的，社会的価値の競


















水権法においては， 「 『流水権』 は，公的利用のための流水管理という目的からみて，オレ
ゴン州民から（O）WRD―オレゴン州水資源局：引用者注―に信託（trust）され，当局によっ
て保有される権利である」 （ORS 537.332(3)）と規定されている． 
この条文を理解するカギは，おそらく，信託の理解と市民がどの程度，当局をコントロ
ールしうるかであろう．通常，信託とは次のようにいわれる．「信託関係が成立するため
には，信託の settlor（設定者） ，trustee（受託者）および beneficiary（受益者）の三当事者
ならびに trust  property（信託財産）の存在することが必要とされる．受託者は，信託財産
に対して legal title（コモン・ロー上の権原）を取得し，これを terms of trust（信託条項）
に示されたところに従いつつ，もっぱら受益者のために管理し，受託者は信託財産に対し
て equitable title（エクイティ上の権原）を取得する」 （田中編［2001］，189 ページから引
用）． 
ここでの受益者は州民であり，受託者はオレゴン州水資源局である．そして信託財産は，
流水利用（水の環境保全機能）ということになろう．一般的な信託関係からすれば，流水  12 12 
権の所有者は州民となり，州水資源局・水資源委員会はその管理者ということになる．   
 そして流水権の保護ルールは，専用権と同様に所有権法ルールとなる．なぜなら，流水
権者の同意無くして，その水量を他の用途に使うことはできないし，流水権で保護されて















































                                                 






示している（Bates et al.［1993, pp. 146］ ） ． 
2 3   これに類似した見解が，Rose［1990］によって示唆されている．彼女は，コモン・プロ
パティーとしての河岸権所有を論じるとき，水の公共財的性質―それは流水利用にあては
まる―を根拠とした．なおタルロックは，流水利用の保護は，アメリカ西部における河岸  14 14 
環境保全的なものに変えてゆくうえで，流水権の創設はその突破口になるであろう．オレ
ゴン州流水権制度は，流水利用を保護する法的根拠であるとともに，流水利用の管理を通



















                                                                                                                                               
権への揺り戻しにつながり得ることを指摘している（Tarlock［1991］ ）． 
2 4   その一方，新規参入者に対しては優先的に保護される．これは，所有権法ルールの帰
結である．つまり所有権法ルールは，環境保全からみて，それを促進するように働く場合
と，それを阻害するように働く場合とのふたつの側面をもつことになる． 
25  州民による流水権管理をより確実なものとするために，環境保護団体の 
WaterWatch of Oregon などが 1991 年に求めた，流水権法における市民訴訟条項の追加は非
常に重要な提案であった（この点は Kaufman［1992］に詳しい） ．また紙幅の関係上，割愛
せざるを得ないが，この問題は環境保護団体の流水権所有問題と深く関係している．環境
保護団体の流水権所有問題については， Sherton ［1980-1981］ や Anderson et al. ［1986］ ， Sterne
［1997］ ，Landry［1998］などを参照．   15 15 
しかったことを考えれば，公衆にその根拠を与えたことは大きな前進であるといえる． 
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図 1＜専用権の権利構造＞ 
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図 2＜流水権の権利構造＞ 
 